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まえがき

　1995年にFAO（国連食糧農業機関）総会で「責

任ある漁業のための行動規範」が採択され，水産

資源の管理や生態系保全等の行動規範を具体化す

る水産エコラベルについて検討が始まった。2005

年にFAO水産委員会で「海洋漁業からの漁獲物と

水産物のエコラベルのためのガイドライン」が採

択，2011年に同委員会で「養殖業および内水面漁

業に関する認証スキームの国際的なガイドライ

ン」が策定された（水産庁，2020a）。一方，2012

年ロンドンオリンピック・パラリンピックの食材

調達基準が策定され，認証水産物等が選手村で提

供された。リオデジャネイロオリンピック・パラ

リンピックにおいても調達基準が規定され，

Marine Stewardship Council（MSC）：海洋管理協議

会 やAquaculture Stewardship Council（ASC）： 水

産養殖管理協議会の認証水産物等が選手村で提供

された。東京オリンピック・パラリンピック（予

定）においても同様に持続可能性に配慮した調達

コードや飲食提供の基本戦略等が策定され，水産

物の調達基準を満たすことを確認する方法とし

て，MSC，ASC，Marine Eco-Label Japan（MEL）：

マリン・エコラベル・ジャパン協議会，Aquaculture 

Eco-Label（AEL）：日本食育者協会の水産エコラ

ベル認証水産物等が記載されている（水産庁，

2020a）。

　また，日本国内では，1996年に海洋生物資源の

保存及び管理に関する法律の成立，2001年に水産

基本法の制定，2018年に漁業法等の一部を改正す

る等の法律が交付され，水産資源の管理が進めら

れている。この間，2015年には，国連において「持

続可能な開発のための2030アジェンダ」が採択さ

れ，17のゴールと169のターゲットが示された。

このような背景の中で日本においても水産エコラ

ベルへの関心が高まり，徐々にではあるが水産認

証取得事業が拡大しつつある。

　ここでは，水産エコラベルの成り立ち，国内で

主に用いられている水産エコラベル認証スキー

ム，日本発の認証スキームであるMELの認証ス

キームの枠組み，MEL認証の種類と要求事項，

MEL認証取得の流れを解説する。
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1.水産エコラベルについて

　水産エコラベルは，水産資源の持続的利用や環

境に配慮した漁業・養殖業を確認するため，2005

年にFAO水産委員会で採択された「海洋漁業から

の漁獲物と水産物のエコラベルのためのガイドラ

イン（以下，FAOガイドラインと略す）」に沿っ

た取り組みである（水産庁，2020a）。FAOガイド

ラインは，①科学的な根拠に基づいた客観的な方

法による漁業審査，②透明な認証プロセス，③漁

業の管理体制，対象魚種の持続可能性，生態系保

全の3要素に基づいた基準の3つの原則からなる

（大日本水産会，2020）。FAOガイドラインでは，

水産エコラベルは，運営主体であるスキームオー

ナーがFAOガイドラインが示す3つの原則に沿っ

て認証規格等を設定し，第三者機関がその認証規

格等に基づいて審査を行い，認証する仕組みであ

る。

　FAOガイドラインが採択されると，世界中で多

数の水産エコラベル認証スキームが誕生し，140

以上の乱立状態に至った（大日本水産会 ，

2020）。多くのスキームが乱立し，各スキームに

より質や厳しさが異なり，利用する事業者あるい

は消費者にとって混乱と不経済を招くこととなる

ことから，水産エコラベル認証スキームの信頼性

確保と普及・改善を目的として，ドイツ国際協力

公 社（Deutsche Gesellschaft für Internationale 

Zusammenarbeit），国際的な水産関係企業17社およ

びNPO法人3社により，Global Sustainable Seafood 

Initiative（GSSI）が国際的なプラットフォームと

して2013年2月に設立され，情報交換の促進や，

Global Benchmark Toolの開発およびこのツールに

基づく各認証スキームの承認が行われている（水

産庁，2020a）。現在，GSSIに承認された認証スキー

ム（第1表）は，2016年7月に承認されたAlaska 

RFM（アメリカ，漁業認証）以降，8スキームが

承認を受けている。

　日本で主に活用されている水産エコラベル認証

は，海外発の漁業認証MSC，養殖認証ASC，日本

発の漁業認証MEL，養殖認証AELの4種類が知ら

れており，AEL以外はGSSI認証スキームである（水

産庁，2020a）。なお，MEL協議会は，既に養殖認

証を行っているAELのスキームオーナーである日

本食育者協会との間で，将来的に双方が運営する

スキームをMELに統合することで合意している。

日本食育者協会では，AEL認証取得または更新審

査時にはMEL養殖認証の存在を伝えるとともに将

来的に統合予定であることを説明することとなっ

ている（マリン・エコラベル・ジャパン協議会，

2018a）。

　海外発のMSC，ASCは，全世界の漁業，養殖を

対象としているのに対して，日本発のMEL，AEL

は日本の漁業，養殖を対象としている。取得費用

についてみると，MSCで150万円～1,300万円，

ASCで数百万円，MELで50万円～150万円程度で

第1表　GSSIから認証されたスキーム
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あり，MELが安価である（マリン・エコラベル・

ジャパン協議会，2019）。認証にかかる経費につ

いては，スキームにより異なるので，各スキーム

の認証機関へ相談することが必要である。

　水産エコラベルの認知度についてみると，令和

元年の農水省調査（農水省，2020）で，水産エコ

ラベルのマーク（言葉）の意味を知っていたのは

消費者モニターで約12％，漁業者モニターで約

11％，流通加工事業者モニターで約24％であった

が，消費者モニターにおいて，“価格が1割高くて

も水産エコラベルが添付されている方を買う”

が約8％，“価格が1割未満であれば水産エコラベ

ルの商品を買う”が約21％で，“価格が同程度で

あれば水産エコラベルの商品を選ぶ”を合わせる

と約76％が潜在的な消費者となることが示され

た。しかし，主婦連合会からは，農業以上に，漁

業のことを消費者は知らず，消費者の選択のため

にも，漁業は水産エコラベルだけでなく，もっと

幅広く多様な情報発信を求められている状況にあ

り（平野，2020），丁寧な情報発信が必要と考え

られる。

2. MEL認証について

　水産エコラベル認証には，生産段階認証（漁業，

養殖）と流通加工段階（Chain of Custody，CoC）

認証があり，生産段階認証では持続可能で環境に

配慮した漁業または養殖業で生産された水産物で

あること，流通加工段階認証では認証された水産

物が非認証水産物と混ざることなく，流通・加

工・小売等の事業者から消費者へ届くことを担保

している（第1図）。

　日本の水産エコラベル認証は，FAOガイドライ

ンを受けて，2007年に大日本水産会内にマリン・

エコラベル・ジャパンが設立され，スタートした

（大日本水産会，2007）。その後，国内外の水産エ

コラベルへの関心に応えるとともに，国際標準化

に向けた透明性，公平性を確保するため，一般社

団法人化することが決定され，2016年12月に前述

の事業を引き継ぐ形で，一般社団法人マリン・エ

コラベル・ジャパン協議会が設立された（マリ

ン・エコラベル・ジャパン協議会，2016）。

　MEL協議会は，水産物を持続的に利用するとい

う考え方の日本社会への定着を2020年東京オリン

ピックでのレガシーとすることを使命とし，生産

第1図　水産エコラベル認証と認証水産物の流通。
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者，加工・流通事業者，消費者，政治・行政，研

究機関，メディア等の領域を超えた協働を行い，

日本の水産物の国際評価の上昇，トレーサビリ

ティーの担保，持続的な活動を実施することを表

明するとともに，水産エコラベルの社会的地位の

確立を目指している（マリン・エコラベル・ジャ

パン協議会，2019）。

　MEL協議会では，国際標準化を目指し，漁業認

証規格および流通加工段階認証規格を改訂し，漁

業認証規格（Ver.2.0），流通加工段階認証規格

（Ver.2.0）が2018年2月1日に発行された。さらに，

新たに養殖認証規格（Ver.1.0）が2018年3月9日

に発効された。MEL協議会は，国際規格である

FAOの水産エコラベルガイドラインを準拠した

国際的な機関であるGSSIへ2018年9月に申請を行

い，GSSIの審査で多くのパブコメにも対応し，

2019年12月 に 承 認 さ れ た（大 日 本 水 産 会，

2020）。MELは，世界で9番目，アジアで初めて

GSSIの承認を受け，漁業認証，養殖認証，流通加

工段階認証の3種類のスキームオーナーとなった。

　現在，唯一の認証機関である（公社）日本水産

資源保護協会は，国際認定機関フォーラムに加盟

している（公財）日本適合性認定協会の認定に対

して2018年5月から取り組み，製品認証機関

（ISO17065）に基づく審査を受け，2019年3月28

日に認定された（大日本水産会，2020）。

3.MELスキームにおける認証の種類と要求事項

　MELスキームにおける3種類の認証（漁業認証，

養殖認証，流通加工段階認証）の各要求事項の概

略を説明する。なお，本解説では，2020年11月11

日現在の最新版を参考としており，それぞれの認

証スキームは定期的に改訂されるので，最新版を

確認されたい。

・漁業認証

　漁業認証規格の最新版（Ver.2.0，2018年2月1

日発効）における認証の範囲は，同一管理規則の

もと，対象漁獲種および漁法を特定して行われる

漁業となる（マリン・エコラベル・ジャパン協議

会，2018b）。漁業認証における3原則を第2表に示

す。①管理体制に関する要件では関係法令，規則，

取り決め等の遵守について，②対象資源に関する

要件では持続可能性な資源の利用について，③生

態系への配慮に関する要件では管理体制の確立に

ついて，それぞれ審査される。

・養殖認証

　養殖認証規格の最新版（Ver.1.0，2018年3月9

日発効）における認証の範囲は，同一管理規則の

第2表　漁業認証における3原則
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もと，養殖魚種および生産方法を特定して行われ

る養殖業となる（マリン・エコラベル・ジャパン

協議会，2018c）。養殖認証における4原則を第3表

に示す。①養殖生産活動の社会的責任では関係法

令，条例等の遵守について，②養殖対象水産動物

の健康と福祉に対する配慮では良好な生育環境，

疾病予防・治療について，③食品安全の確保では

汚染の防止，衛生管理について，④環境保全への

配慮では飼餌料・残餌等の管理，種苗管理，生態

系への配慮について，それぞれ審査される。

・流通加工段階認証

　流通加工段階認証規格の最新版（Ver.2.0，2018

年2月1日発効）における認証では，MELのロゴマー

クが表示された製品が，MEL漁業認証または養殖

認証に適合した水産物であることを確実にするた

めに策定された（マリン・エコラベル・ジャパン

協議会協議会，2018d）。流通加工段階認証におけ

る4原則を第4表に示す。①申請者に関する要件で

は関係法令等の遵守，仕入先が生産段階認証また

は流通加工段階認証を有していることについて，

②管理体制に関する一般的要件では責任者の設置

および関連文書の保管等，管理体制の整備につい

て，③仕分けおよびトレーサビリティーを確立す

るための要件では認証対象水産物以外の水産物の

混入や混在が生じないことの確保について，④ロ

ゴマーク使用・管理に関する体制では「ロゴマー

クの使用・管理規定」に基づき使用管理できる体

制を有していることについて，それぞれ審査され

る。なお，流通加工段階認証については，認証水

産物を扱う住所が一つのシングルサイト，複数で

経営形態が異なるマルチサイトA，B，Cで評価項

目数が異なる。

第3表　養殖認証における4原則
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第4表　流通加工段階認証における4原則
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4.漁業者，流通加工業者における認証取得の流れ

　認定取得に関する一連の流れ（第2図）は，事

前準備（①～②），審査（③～⑪），ロゴマーク使

用についてMEL協議会との契約締結（⑫），認証

の維持（⑬）から構成される（大日本水産会，

2018）。

　事前準備では，①認証取得の検討，②各認証規

格の要求事項・判定基準を確認し，取り組み状況

のチェックを行い，不適合がある場合には是正を

行う。

　審査では，③認証機関から申請書をダウンロー

ドし，準備を行い，④申請書を提出し，⑤審査契

約の締結を行う。認証機関は，⑥審査チームを編

成し，⑦書面審査，⑧現地審査を行い，不適合が

ある場合には申請者へ期日を示し，是正を求め

る。審査終了後，⑨審査チームは認証機関事務局

へ審査報告書を提出し，⑩判定委員会で認証の判

定を行う。判定委員会で妥当と判断され，認証が

決定すると⑪申請者は認証機関との認証契約の締

結を行い，認証機関は認証の登録とともに証明書

を発行する。⑫申請者はMEL協議会とロゴマーク

使用に関する契約を締結した時点からロゴマーク

の使用を開始することができる。

　⑬認証の維持（終了）では，1年ごとの年次審査，

認証の有効期限ごとの更新審査を受けることにな

るが，維持を行わない場合には認証の終了とな

る。なお，認証の有効期限は，漁業認証で5年，

養殖認証および流通加工段階認証で3年と規定さ

れている。年次審査および更新審査においても不

適合がある場合には期日までの是正が必要とな

る。

第2図　認証取得の流れ（水産エコラベル認証ガイドを改変）。
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最後に

 　現在のMEL認証取得の事業者数は，2020年11

月19日現在において，漁業認証（Ver.2.0）で5件，

養殖認証（Ver.1.0）で30件，流通加工段階認証

（Ver.2.0）で38件である。改訂前のMELの漁業認

証（Ver.1.0），流通加工段階認証（Ver.1.0）の有

効期限が2021年1月31日までとなっており，それ

らの事業者の更新や，水産白書（水産庁，2020b）

でも我が国水産物の販路の多様化につながる水産

エコラベルの活用を推進すると示されていること

から申請件数も増加している。

　農水省における水産エコラベルの認知度調査で

は，水産エコラベルの商品に対する潜在的な消費

者は約76％にあり，MEL協議会によるシーフード

ショーでのブース設置，各地の浜での説明会開催

により，認証取得を目指す事業者が増加すると予

想される。また，認証水産物のロゴマークが付い

た商品が店頭に多く並ぶことにより，水産業界，

加工・流通業界，消費者への認知度も向上すると

思われる。

　漁業認証についてみると，MSCなど主要な水産

エコラベルは高緯度の比較的単純な生態系の中で

単一魚種を漁獲する漁業を認証する制度であるの

に対して，MELは日本のような中緯度地域の複雑

な生態系の中で多魚種を漁獲する漁業に適用する

ように設計されており，将来的には東南アジアで

の漁業にも適用でき，MELはアジア全体の水産業

の発展に寄与すると期待されている（東京大学，

2019）。

　海生研では，研究領域と目標として，エネルギー

の生産と海域環境の調和，安心かつ安定的な食糧

生産への貢献，関係機関・社会との連携強化を掲

げ，事業を進めている。この内，安心かつ安定的

な食糧生産への貢献の分野で，国際的なガイドラ

インに基づいて，水産物が持続的に漁獲・養殖さ

れ，それらが消費者に供給されることを認証する

事業にも取り組むことを検討している。
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